
手続早見表①

取得区分 組合員種別 手続区分 必要な手続 提出する書類 年金関係手続 年金担当への提出書類

一般組合員 　新たに正規職員（日本私立学校振興・共済事業団の前歴がある者を含む。）として任用された者

公務員前歴があ

る場合のみ必要

※２

組合員転入・異動届書  兼  年金加入期

間等報告書の「年金加入期間等報告

書」欄を記入

短期組合員
　産休・育休代替教職員及び期限付任用職員として任用された者

　会計年度任用職員、非常勤教員、時間講師（資格取得要件を満たす者）
不要 －

一般組合員 必要※２

組合員転入・異動届書　兼　年金加入

期間等報告書の「年金加入期間等報告

書」欄を記入

短期組合員 不要 ー

短期組合員→

一般組合員

公務員前歴がある

場合のみ必要※２

組合員転入・異動届書　兼　年金加入

期間等報告書の「年金加入期間等報告

書」欄を記入

一般組合員→

短期組合員

組合員番号変更

「99　番号変更」

短期組合員→

短期組合員
　以前から資格が継続している者で、任用の変更等により組合員番号が変更となったとき。

一般組合員とは、常勤職員、任期付職員、暫定再任用フルタイム職員等を指します。

短期組合員とは以下の要件を満たした者を指します。

①　週の所定勤務時間及び月の所定勤務日数が常勤職員の３／４以上の方で、２か月を超えて任用されることが見込まれる方（再任用短時間勤務職員）

③　地方公務員法等の規定により臨時的に任用された方で2か月を超えて任用されることが見込まれる方（期限付任用、産休・育休代替教職員）

－

※1　各給与支給機関から提供される組合員等情報に基づき、資格取得届出等手続書類を一斉交付し、新所属所へ送付することとしています。しかし、一斉交付の日程までに組合員等情報 が提供されない、提供

を受けた情報に誤りがある場合等、一斉交付ができない場合があります。一斉交付の際に交付されてない組合員がいる場合は、新所属所にて「一般・短期　組合員資格取得届書」〔用紙№本人１〕を作成の

上、東京支部へ提出いただくようお願いします。また、時間講師のデータ提供は給与支給機関からの提供時期が異なるため、お急ぎの場合は個別に資格取得届出等手続を行ってください。

※2　公務員期間の老齢厚生（退職共済）年金、障害厚生（障害共済）年金の受給権をお持ちの場合、「年金受給権者再就職届書」〔用紙No.年金３〕及び「年金証書の原本」が必要です。また、他の共済組合

で障害等級２級以上の障害厚生（共済）年金を受給している場合は、障害基礎年金の年金証書も併せて必要となります。

必要

組合員転入・異動届書　兼　年金加入

期間等報告書「組合員転入・異動届

書」欄を記入

必要※２

組合員転入・異動届書　兼　年金加入

期間等報告書「組合員転入・異動届

書」欄を記入

必要※２

組合員転入・異動届書　兼　年金加入

期間等報告書の「年金加入期間等報告

書」欄を記入

　公立学校共済組合の他支部で一般組合員であった者が引き続き東京支部の組合員となったとき。

 ※他支部で短期組合員であった者が引き続き東京支部の組合員となったときは、「２　転入(支)」ではな

く「１　新規」（又は「７　再就職」）となります。

組合員種別変更

「95　種別変更」

　以前から資格が継続している者で、任用の変更等により組合員種別が変更となったとき（併せて番号も

変更となる場合も含む。）。

一般・短期組合員資格

取得届書／組合員情報

変更訂正届

※1

転入（国共済）

「8　転入（国）」

（国家公務員）

　国家公務員共済組合（文部科学省共済組合等）の一般組合員であった者が引き続き公立学校共済組合東

京支部の組合員となったとき。

※国家公務員共済組合の短期組合員であった者が引き続き公立学校共済組合東京支部の組合員となったと

きは、「８　転入(国)」ではなく「１　新規」（又は「７　再就職」）となります。

資格取得手続

一般組合員

②　週の所定勤務時間又は月の所定勤務日数が常勤職員の３／４未満の方で以下のア～エの条件を全て満たす方（時間講師等）

　ア　週の所定勤務時間が２０時間以上　　　　イ　２か月を超えて任用されること

　ウ　月額賃金が８.８万円以上　　　　　　　   エ　学生でないこと

不要

情報変更手続

新規取得

「１　新規」

再取得

「7　再就職」

　東京都職員共済組合、市町村職員共済組合等の一般組合員であった者が引き続き公立学校共済組合東京

支部の組合員となったとき。

※他の地方公務員共済組合の短期組合員であった者が引き続き公立学校共済組合東京支部の組合員となっ

たときは、「２　転入(共)」ではなく「１　新規」（又は「７　再就職」）となります。

転入（地共済）

「3　転入（共）」

（公立学校以外の地方公

務員、都の他局、指導室

長・区市固有指導主事）

　過去に公立学校共済組合東京支部の組合員期間がある者が、新たに採用されたとき。

転入（他支部）

「2　転入（支）」

（他道府県の公立学校）

一般組合員

一般組合員

別紙７


